
【セクター】

【市場】

【業績】 （単位:売上高、純利益は百万ドル、EPS、1株配当、BPSはドル、ROE、自己資本比率は％、純利益、EPSは調整後ベース）

決算期 売上高 純利益 EPS 1株配当 BPS ROE 自己資本比率

24.9期 391,035 103,982 6.75 0.98 3.8 157.4 15.6

25.9期 416,161 112,010 7.46 1.02 5.0 171.4 20.5

26.9期（予） 462,379 124,220 8.48 1.08 6.1 145.3 -

※EPS:1株当たり利益、BPS:1株当たり純資産、ROE:株主資本利益率 （出所）会社資料、BloombergのデータよりSBI証券作成

【主要指標】 　

　　　　　　　　　　　　　売上高全体に占めるサービスの割合（9月期、％）

　　　 　

　

（SBI証券　投資情報部　齊木　良） （更新日 2026/2/13）

　　　　　　　　　　　　（出所）会社資料よりSBI証券作成 　　　　　（出所）Bloombergのデータ、会社資料よりSBI証券作成
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売上高構成（2025年9月期、％）

【会社の見方】

売上高の約5割を主力製品の「iPhone」が占めています。一方で、同社はサービスやウェアラブルデバイスなどのその他製品を

伸ばし、iPhoneへの依存度を落とそうとしています。サービスでは音楽ストリーミングの「Apple Music」や動画配信サービス

「Apple TV」などを投入し、サービスの売上高は全体の2割強まで拡大しています。製品とサービスの粗利益率（2025年9

月期）は製品が36.8％に対して、サービスは75.4％と好採算でありサービスを高める戦略は理にかなっていると言えます。ハ

イパースケーラーによるAI過剰投資懸念が根強い中、同社の設備投資は相対的に小さく、懸念されにくいと思われます。

【見通し・注目点】

2025年10-12月期は売上高とEPSが過去最高となりました。売上高は前年比16％増の1,438億ドルで市場予想を上回

り、EPSは同18％増となり市場予想を上回りました。iPhoneの売上高はかつてない需要を受けて同23％増の853億ドル、

サービス売上高は同14％増の300億ドルでいずれも過去最高でした。主力2カテゴリーが牽引した好業績と言えそうです。地

域別では大中華圏が同38％増となり、米州や欧州、日本を上回る伸びでした。粗利益率は同1pt強の改善で約48％でし

た。半導体コスト上昇は懸念であるものの、会社側は26年1-3月期の売上高を13-16％の2桁の伸びを見込んでいます。

【企業概要】

スマートフォンの「iPhone」、タブレットの「iPad」、パソコンの「Mac」、ウェアラブルデバイスの「Apple Watch」、音楽ストリーミン

グの「Apple Music」、決済サービスの「Apple Pay」、クラウドサービスなどの機器やサービスを手がけています。地域別の売上

高構成比をみると米州が43％、欧州が27%、大中華圏が15％、日本が7％、その他アジア太平洋が8％です（2025年9

月期）。上場企業の時価総額ランキングではエヌビディアに次いで第2位です（2026年2月12日時点）。
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https://www.sbisec.co.jp/ETGate/?_ControlID=WPLETsmR001Control&_PageID=WPLETsmR001Sdtl23&_ActionID=NoActionID&_DataStoreID=DSWPLETsmR001Control&OutSide=on&getFlg=on&path=foreign%2Finvest%2Fus%2Fstock%2FAAPL%3Fresource%3Dprice


　

　　　 　

　

　

本レポートに関するご注意事項

・ご紹介する個別銘柄及び各情報は、投資の勧誘や個別銘柄の売買を推奨するものではありません。

・本資料は投資判断の参考となる情報提供のみを目的として作成されたもので、個々の投資家の特定の投資目的、ま

たは要望を考慮しているものではありません。投資に関する最終決定は投資家ご自身の判断と責任でなさるようお願

いします。万一、本資料に基づいてお客さまが損害を被ったとしても当社及び情報発信元は一切その責任を負うもの

ではありません。

・本資料は著作権によって保護されており、無断で転用、複製又は販売等を行うことは固く禁じます。本資料の内容は

作成時点のものであり、信頼できると判断した情報源からの情報に基づいて作成したものですが、正確性、完全性を

保証するものではありません。本資料に記載の情報、意見等は予告なく変更される可能性があります。

手数料及びリスク情報等

・SBI証券で取り扱っている商品等へのご投資には、商品毎に所定の手数料や必要経費等をご負担いただく場合があ
ります。また、各商品等は価格の変動等により損失が生じるおそれがあります（信用取引、先物・オプション取引、商品

先物取引、外国為替保証金取引、取引所CFD（くりっく株365））、店頭CFD取引（SBI CFD）では差し入れた保証金・証拠
金（元本）を上回る損失が生じるおそれがあります）。各商品等への投資に際してご負担いただく手数料等及びリスク

は商品毎に異なりますので、詳細につきましては、SBI証券WEBサイトの当該商品等のページ、金融商品取引法等に
係る表示又は契約締結前交付書面等をご確認ください。

株式会社SBI証券 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第44号、商品先物取引業者
加入協会/日本証券業協会、一般社団法人金融先物取引業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会、一般
社団法人日本STO協会、日本商品先物取引協会、一般社団法人日本暗号資産等取引業協会
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